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１．プロジェクトの概要

概 要

実施期間

予算総額

実 施 者

プロジェクト

リーダー

平成２１年度～平成２４年度 （４年間）

２．４億円（委託）
（平成２１年度：０．７５億円 平成２２年度：０．７５億円 平成２３年度：０．８５億円
平成２４年度： ０．０５億円）

株式会社ＩＨＩ

航空宇宙事業本部 技術開発センター 制御技術部

竹内道也 （システム技術グループ担当部長）

高効率で電力供給の平滑化を可能とする
航空機用再生型燃料電池システム(RFC)の

研究開発を行う
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２．プロジェクトの目的・政策的位置付け

航空機産業施策のうち，低燃費に
寄与するシステム技術に位置付け，
プロジェクトを推進している。

参考資料（出所：技術戦略マップ２０１０）
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３．目標

要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等

気液分離技術

航空機搭載システム
インテグレーション

水素の安全性確保

・気液分離器を組み込んだ
15kW級RFC原理確認モデ

ルを製作し、水回収ができ
ること。

・飛行環境に耐えうるRFC
システムの確立

・航空機との連接インタ
フェースの整合性確保

・飛行安全を確保する安全
機構の確立

高効率発電を維持するため，水電気分解時
に発生する酸素・水素から適切に水分を除
去する必要がある

航空機搭載を実現するため，航空機と連接
した状態で，振動・衝撃等の飛行環境条件
下で動作する必要がある。

水素の航空機搭載についての規定・ガイド
ライン等は未整備であり，飛行安全を確保
するための安全機構を新規に構築する必要
がある。

ボーイング社による環境技術実証機に搭載可能で，高効率な
再生型燃料電池(RFC)システムの技術実証を行う。



補足資料：再生型燃料電池（RFC）概要

RFC : Regenerative Fuel Cell 再生型燃料電池の特徴
・ 発電に加え、充電が可能な燃料電池
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４．成果、目標の達成度（１／２）

要素技術 目標・指標 成 果 達成度

気液分離技術

航空機搭載システム
インテグレーション

水素の安全性確保

・気液分離器を組み込ん
だ15kW級RFC原理確認

モデルを製作し、水回収
ができること

・飛行環境に耐えうるRFC
システムの確立

・航空機との連接インタ
フェースの整合性確保

・飛行安全を確保する安
全機構の確立

気液分離器を組み込んだ15kW級

原理確認モデルにて発電効率５０％
を達成した。（平成21年度）

小型化・耐環境試験を行い，航空機
に搭載可能なRFCシステム試作品
の製作を完了した（平成22年度）。

ボーイング機器との連接試験を完了
した（平成24年度）。

水素爆発に関する安全性解析を実
施し，飛行安全を確保するための安
全機構を設けた（平成23年度）。

達成

達成

達成

注）「達成度」の欄には、達成、一部達成、未達成を選択して記載。未達の場合は、達成見込み時期も記載

ボーイング社による環境技術実証機に搭載可能な高効率RFC
システムの技術実証を完了した。



原理確認モデル

水電解装置 燃料電池（ＰＥＭ）

H21FY（実績）
原理確認モデルを試作し、

目標性能（発電効率５０％）
を達成

H23FY（実績）
安全性設計を実施し、航空機搭載型モデル

試作（改修）及び最終確認を実施

H22FY（実績）
・航空機に搭載できるサイズに

小型化を実施
・航空機搭載環境の仕様設定
と事前試験の実施（振動、EMI、

姿勢試験）
→ フライトモデルへの設計

反映へ航空機搭載
事前 確認モデル

H24FY（実績）
ボーイング社ラボでの機体部品とのシス

テム連接地上試験 を完了。

RFCシステムの搭載場所； B737 後部貨物室

後部貨物室のドアを通して出し入れできるサイズにモジュール化及び小型化

航空機搭載型モデル

Boeing ecoDemonstrator
（出展 aviationnewsportal）

４．成果、目標の達成度 （２／２）

H24FY（実績）
ボーイング飛行実証機との連接地上試験 を完了。
飛行実証試験を完了。

委託研究対象

委託研究対象外

＜凡例＞
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５．事業化、波及効果（１／３）

本プロジェクトの成果である航空機搭載用再生型燃料電池システム
は，２０１２年１０月のボーイングによる飛行実証試験に供され，飛行
中に発電・充電が可能であることが実証された。

小型軽量化，信頼性向上，機体システムへの組込検討，低コスト化
を図り，新造機への適用を目指す。

航空機燃料の改質も視野に入れた大出力化を行い，ガスタービン式
APU（補助電源装置）の代替を狙う。

再生型燃料電池の研究開発結果が適用できる対象として，
防衛監視用飛行船，月面基地や人工衛星等の宇宙用途，

出力が不安定な再生可能エネルギーによる発電（風力・太陽光発電等）の出
力平滑化，船舶等での蓄電システム等が考えられる。

～波及効果～
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②航空機搭載
インテグレーション

①気液分離技術

③水素搭載時の
飛行安全確保技術

20122011 2020 20302009
本研究終了

本

研

究

2012年10月

ボーイング
飛行実証試験

●新造機への適用

2010

~ 30kW級
（非常用電源等）

100kW級
（APU代替）

500kW超級
（主電源代替）

信頼性向上

小型軽量化 大出力化

コスト低減

SOFC適用検討

機体システム
への組込検討

耐久性向上

燃料改質技術

５．事業化、波及効果（２／３）
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波及効果

間接
アウトカム

目的達成までのシナリオ
プロジェクトの目的 将来像

プロジェクトの成果目標

［上位施策の目的］

以下の付加価値を持つ
電源平滑システムの
提供

・発電端効率50%以上

・CO2排出ゼロ

・充電・発電時の
余熱利用可

・航空機搭載可能

プロジェクトのアウトカム（プロジェクトの成果が及ぼす効果等）

直接アウトカム
（直接カスタマー）

プロジェクト名

航空機向け
再生型燃料電池の

製品化

燃費低減・CO2削
減に寄与する航
空機向け再生型
燃料電池の飛行
実証試験に向け
た試作品の製作

気液分離
技術

航空機搭
載インテグ
レーション

水素搭載時
の飛行安全
確保技術

低湿度の酸素・水素を

得られる気液分離技術
の確立

・飛行環境に耐えうる
RFCシステムの確立

・航空機との連接イン
タェースの整合性確保

飛行安全を確保する安
全機構の確立

再生型燃料電池の
飛行実証試験実施に向け，
以下の技術を獲得した

・高効率な再生型燃料電池
の実現に必要な
気液分離技術

・航空機搭載技術

・燃料電池搭載時の飛行
安全確保技術

航空機の低燃費・
環境適合性に寄与する
システム技術の確保

・防衛監視用飛行船向け電源
・宇宙（衛星・月面基地）向け電源
・風力・太陽光発電の出力平滑化
・船舶等大型輸送機の蓄電システム

５．事業化、波及効果（３／３）
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６．研究開発マネジメント・体制等

経済産業省
航空機武器宇宙産業課

株式会社ＩＨＩ
研究開発統括

株式会社ＩＨＩエアロスペース
再生型燃料電池試作品の組立・試験

The Boeing Company
機体搭載仕様

• 株式会社ＩＨＩが経済産業省からの委託を受け，研究開発統括を担当
した。

• 再生型燃料電池の試作・試験は，実績を有する株式会社ＩＨＩエアロス
ペースが担当した。

• 株式会社ＩＨＩが米国Boeing社と航空機搭載仕様についての調整を実
施した。

委託

調整

外注
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７．中間評価の結果

提 言 対 処 方 針

今後とも各技術に関する開発事業を推進する必
要があるが、それに加えて新しい技術の調査と
取り込みは、諸外国の後塵を拝さないためにも
必要である。独自の技術として早期確立が望ま
れる技術については、事業化及び認証取得に向
け、産学官の連携によるスピード感を持った取り
組みが必要である。

また、国の施策として行うべきか、企業の研究開
発として行うべきかを整理する必要がある。

○引き続き、最先端の研究成果が得られるよう、取組みを
強化するとともに、諸外国の動向把握にも取り組んでま
いりたい。

○事業化及び認証取得を加速するため、産学官の連携等、
適切な体制構築に努めてまいりたい。

○事業毎に国で行うべきかどうかを精査してまいりたい。

評価小委員会のコメント 対 処 方 針
９つある課題について、最終的な目標である日本
の航空機産業の中でどのように位置づけ、ウエ
イトを置くのか整理し、それらの相関関係を考慮
して事業を進捗させることが望ましい。

○技術開発を進めるにあたって、日本の航空機産業の中
での位置づけ、ウエイトの置き方について整理し、相関
関係を考慮して事業を進めて参りたい。


